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研究成果の概要（和文）：本研究では、生活課題解決能力を育成するための授業デザインと授業評価・改善モデ
ルを検討するため、以下の3点を実施した。（1）家庭科教員調査から授業研究の現状と課題の把握、（2）生活
課題解決能力を育成する授業デザインの理論化、（3）生活課題解決能力を育成する授業の授業評価・改善モデ
ルを作成し、授業分析を通して実証的に検証した。その結果、生活課題解決能力を育成する授業デザインと授業
評価・改善では、アクティビティを中心に捉えたアクション・リサーチが効果的であることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：In this report, the three activities below were conducted in order to 
examine class design, class evaluation and class improvement models for classes on fostering the 
ability to solve lifestyle issues. (1) The current situation and issues surrounding class research 
were discovered through a survey given to home economics teachers. (2) Class design on fostering the
 ability to solve lifestyle issues was theorized. (3) Class evaluation was conducted and improvement
 models were created, and the class was examined empirically through detailed analysis. The results 
of the evaluation and improvement model suggested that activity based ‘Action Research’ classes 
are most effective for fostering the ability to solve lifestyle issues.

研究分野：教科教育学、教育工学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 社会の変化に対応し、21世紀を切り開く人
材育成をする上で、社会における自立を目指
し、生活や社会の課題解決能力を育成するこ
とは、今日の学校教育の課題である。家庭科
は、生活課題解決能力の育成を目指している。
生活課題解決能力の育成とは、実生活におけ
る問題を自ら発見し解決する判断力や意思
決定能力、さらに実践力の育成であり、今日、
食育、消費者教育、少子高齢化、家族や地域
福祉など様々な社会問題に対応するための
解決能力の育成が期待されている。 
 学習指導要領解説では、生活課題解決能力
を育成するための学習方法として問題解決
的な学習の充実が挙げられている。問題解決
的な学習とは、実生活に活用できる問題解決
学習の疑似体験であり、指導者が学習過程を
仕組み、意図的に準備し、生徒自らが課題を
見出し、問題解決を考える学習活動である。
つまり、授業者の授業発想力や構成力といっ
た授業デザインにかかっている。一方で、家
庭科教員はほとんど各校一人体制で、授業デ
ザインや授業評価方法など授業研究が効果
的に進められているとは言い難い。家庭科に
おけるアクション・リサーチの研究はほとん
どなく、生活課題解決能力を育成するための
授業デザインの手法も確立されているとは
言い難い。 
そこで、本研究では、一人でも実践できる
家庭科のアクション・リサーチを目指し、生
活課題解決能力を育成する授業デザインと
授業評価について、授業分析を踏まえながら
実証的に検討することにした。特にアクティ
ビティ（学習活動）を中心にして教師が授業
を省察し授業評価・改善をするためのモデル
は、独創的であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
（1）家庭科教員の生活課題解決能力を育成
する授業デザインと授業評価の現状と課題
について把握する。 
（2）生活課題解決能力を育成する授業デザ
インについて、授業実践、授業分析を通して
実証的に検証する。 
（3）生活課題解決能力を育成する授業の授
業評価・改善について、教師が授業後に導入
したアクティビティを省察し改善するため
のモデルを作成する。  
 
３．研究の方法 
上記（1）（2）（3）の研究方法を以下に示
す。 
（1）高校家庭科における生活課題解決能力
を育成する授業デザインと授業評価の実態
を把握するために、4 県の高校家庭科教員に
授業研究に関する調査を実施して、高校家庭
科の授業研究における課題を検討する。 
（2）コンサルテーションとしてかかわった
小学生の消費者教育の授業を分析して、実践
を再構成し、小学生の消費生活課題解決能力

を育成する授業デザインについて理論化を
試みる。研究対象の授業は、愛媛県伊予地区
家庭科授業研究会で公開された公立小学校 5
年生の消費者教育の授業である。 
（3）生活課題解決能力を育成する授業の授
業評価・改善をするための「アクティビティ
を中心に捉えたアクション・リサーチモデ
ル」を検討する。そして、授業者が一人でも
実践できる授業改善のためのアクション・リ
サーチを検証するため、愛媛県立 S高等学校
1 年生の家庭科授業で実践した 1 回目の授業
と、授業者が授業後に省察しアクティビティ
を中心に捉えた授業評価・改善モデルで授業
評価・改善を行った 2回目を比較して、授業
改善の効果を分析する。 
 
４．研究成果 
（1）家庭科教員の生活課題解決能力を育成
する授業デザインと授業評価の現状と課題 
 高校家庭科教員が、日頃の授業づくりでど
んなことに悩んでいるかを尋ねた結果を表 1
に示す。また、これまでの授業を省察して、
授業がうまく行かなかったときの原因を３
つ選択してもらった結果を表 2に示す。 
 
表 1 授業づくりの悩み（n＝186） 
悩んでいる内容（複数回答） ％ 

どんな学習活動を導入するか 75.3 

問題解決的な学習 73.7 

授業の展開 68.8 

生徒評価 62.9 

教材・教具の準備 59.7 

授業における発問の仕方 58.6 

カリキュラムの立て方 54.3 

題材の選定 48.4 

生徒の実態や課題の把握 46.8 

授業のねらい、目標 45.7 
 
表 2 授業がうまくいかなかったときの原因
（n＝186） 
原因（３つ選択） ％ 
発問や支援 62.4 
授業の展開 53.8 
学習活動の難易度 46.8 
題材の選定 41.4 
準備した教材・教具 37.1 
生徒自身の問題 22.0 
生徒理解 19.4 
その他 4.8 
 
7 割の高校家庭科教員が学習活動を創造す
る段階で悩み、さらに学習活動を効果的に導
入し支援して問題解決的な学習に展開して
いくといった授業デザインに課題がある（表
1）。また、授業がうまく行かなかったときの



原因として最も高いのは「発問や支援」が
62.4％、次いで「授業の展開」53.8％、「学
習活動の難易度」46.8％と続き、授業の成否
が学習活動を中心にした授業設計と支援に
かかっていることが推察される（表 2）。 
日頃の授業の省察状況を尋ねた結果、「多
忙で省察する時間がなく、授業評価まで手が
まわらない」41.4％、「省察・授業評価はし
ているが、授業改善にまで及ばない」29.0％
だった。さらに、家庭科の授業研究体制につ
いて尋ねた結果、個人での授業研究が難しく、
校内での授業研究も教員一人体制の学校で
は困難で授業改善をしていく機会が持ちに
くい実態が明らかになった。また、様々な学
習活動を実施している教員は生徒の授業に
対する意欲が高いと感じており、家庭科にお
ける学習活動の重要性があらためて指摘さ
れた。一方で、若い教員に体験学習や専門性
の高い実験の実施率が低く、高校家庭科の授
業時数の減少による教員自身の体験の少な
さ、大学での専門科目の最低履修単位数削減
による専門性の低さが示唆され、今後の家庭
科教員養成における課題が浮かび上がって
きた。 
新学習指導要領では、アクティブ・ラーニ
ングが課題となる。義務教育で市町村の教育
委員会管轄ごとに地区での研修会等を実施
しやすい小・中学校に比べて、高校では都道
府県単位になり、しかも教員一人体制の高校
家庭科では校内や地区での授業研究が困難
である。そのため、高校家庭部会を中心にし
た都道府県レベルでの授業研究のネットワ
ークを一層充実していくことが必要である。
しかしながら、学外の研修会に参加できる機
会は限られるため、日々の授業を省察して授
業評価、授業改善ができるように、今後、一
人でもできるアクション・リサーチの研究を
進めることが求められる。 

（学会発表 4） 
（雑誌論文 2） 

 
（2）生活課題解決能力を育成する授業デザ
イン 
 本研究では、コンサルテーションとしてか
かわった小学生の消費者教育の授業につい
て、児童のワークシートの記述内容から学習
者の意思決定のプロセス、思考の変容を分析
し、導入したアクティビティが適切だったか
を評価した結果、導入した「買い物シミュレ
ーション」が学習者に適切だったことが実証
された。この研究の総括として、本授業実践
を再構成し、さらに消費生活課題解決能力を
育成する授業デザインについて理論化を試
みた。 
1）授業の再構成 
本授業実践を再構成した結果が図3である。
本時の消費生活課題「お金の使い方を工夫し
よう」の目標達成のため、導入した「買い物
シミュレーション」の効果を授業展開に添っ
て示している。 

図 3 授業の再構成 
 
自分の欲しい品は、自己開示に当たり、当
事者として買い物シミュレーションを主体
的に取り組む上で効果的に作用する。そして、
自分の欲しい 3品と教員提示の 3品をお小遣
い1,000円の予算の条件で買うか買わないか
を判断して問題解決していく買い物シミュ
レーションにおいて、意思決定をしていくプ
ロセスを消さずに残していくワークシート
は、自分の思考過程を振り返ることができ、
批判的思考を養う。 
買い物シミュレーションは主体的に活動
ができるが、個人での活動のため、気付きに
は個人差が生じる。その後の指導者の支援が
学習成果の水準を保証するためには重要で、
3 人グループでの意見交流により自分だけで
は気付かなかったことを発見し、さらに全体
での共有化により認識が深まり、協働的な学
びがメタ認知（省察的思考）につながり、「買
い物名人のおきて」の作成に至ったと考えら
れる。 
2）消費生活課題解決能力を育成する授業デ
ザイン 
さらに、本授業研究の知見を踏まえ、消費
生活課題解決能力を育成する授業デザイン
について、吉崎（2012）が示した授業デザイ
ンに当てはめて理論化を試みた。 
 その結果、「①授業に対する思い（どんな
生活課題を解決するのか）」、「②授業の発想
（学習者や生活課題に適した題材を選定す
る）」、「③授業の構成（学習者が自分のこと
として捉えて問題解決する授業展開を考え
る）」、「④授業で用いる教材の開発（実感を
伴うようなアクティビティを取り入れる）」、
「⑤日常生活での問題意識（学習者の理解と
学習者に関わる生活課題の理解を大切にす
る）」の５つの構成要素から成り立っている
ことが明らかになった。なお、消費生活課題
解決能力を育成する授業デザインでは、特に
「⑤日常生活での問題意識」が重要で、指導
者が学習者を理解し、どれだけ学習者の消費
生活課題に適したアクティビティを導入で
きるかにかかっている。そして、問題解決的
な学習を通して、学習者の課題に対する自己
開示と問題解決における思考過程を可視化
することによって、当事者として意思決定し
ながら自分の意識の変容に気付くことがで
き、自分の生活への批判的思考を養い、生活
課題解決のための実践的態度を養うと考え



られる。 
（学会発表 3） 
（雑誌論文 1） 

 
（3）生活課題解決能力を育成する授業の授
業評価・改善 
1）アクティビティを中心に捉えたアクショ
ン・リサーチモデル 
 吉崎（2012）は、「授業デザイン」「授業実
践」「授業評価」「授業改善・創造」からなる
「授業デザインを基盤とする授業改善・創造
モデル」を示し、授業設計（Plan）、授業実
践（Do）、授業評価（Check）、授業改善（Action）
という PCDA の一連のサイクルに対応させて
いる。そこで、アクティビティを中心に捉え
たアクション・リサーチでは、アクティビテ
ィを中心にして授業を計画、授業実践、授業
評価、授業改善をしていくモデルを考案した。 
授業計画では、まず学習目標があり、学習
目標を達成するために、「(1)学習活動の内容
が意図される学習目標の内容に適合してい
るか（活動内容の適合度）」、「(2)学習活動の
困難水準が、学習者にとって適切か（活動の
困難水準）」、「(3)学習活動を通して、意図さ
れる学習目標の水準に達するか（学習目標へ
の到達度）」、以上 3つの視点で開発する。授
業設計では、アクティビティを導入して問題
解決的な学習となるように授業を設計して
学習目標への達成を目指す。そして、授業実
践し、授業実践後の授業評価では、導入した
アクティビティが効果的だったかをアクテ
ィビティの評価の３つの視点から授業を評
価して問題点をみつけ、授業改善をしていく。 
2）アクティビティを中心に捉えたアクショ
ン・リサーチにおける授業改善の効果 
アクティビティを中心に捉えたアクショ
ン・リサーチモデルにおける３つの視点で開
発した高校家庭科における高齢者の介護計
画を立てるロールプレイを導入した授業を
実践し、授業者が授業を省察して３つの視点
で授業評価をして授業改善を行ない、１回目
の授業と改善した２回目の授業を比較した。
その結果、１回目の授業よりも２回目の授業
の方が、学習者における高齢者介護の課題や
介護計画の理解が深まっており、授業改善に
効果があることが明らかになった。 

（学会発表 2） 
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